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基準価額・純資産総額の推移 基準価額・純資産総額

騰落率（税引前分配⾦再投資、％）

分配の推移（１万口当たり、税引前、円）

※基準価額は信託報酬控除後のものです。後述の信託報酬に関する記載をご覧ください。
※上記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果をお約束するものではありません。
※基準価額は1万口当たりで表示しています。
※設定⽇は2013年4⽉25⽇です。
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Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン
追加型投信／国内／株式

※ファンドの騰落率は、税引前分配⾦を再投資
したものとして計算しているため、実際の投資家
利回りとは異なります。

※分配⾦額は、収益分配⽅針に基づいて委託会社が決定します。
分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。

※ファンドにはベンチマークがありません。

※ファンドの収益率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算しており、設定⽇以降を表示しています。
※設定年は設定時と年末の騰落率です。当年は昨年末と基準⽇の騰落率です。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

基準価額 37,840 円
純資産総額 73,030 百万円

ファンド

1年 +18.60
3年 +51.87

設定来 +395.84

1ヵ⽉ +4.86
3ヵ⽉ +5.50
6ヵ⽉ +3.70

2019/7/18
2020/1/20
2020/7/20
2021/1/18
2021/7/19
設定来累計 4,600

第17期 350

分配⾦
第13期 250
第14期 300
第15期 300
第16期 300

期 決算⽇
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ファンドは、ファミリーファンド⽅式により運用を⾏っており、東京海上・ジャパン・オーナーズ株式マザーファンドの資産の状況を記載しています。

※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在

主要な資産の状況

資産構成（％） 組入上位10業種（％）

Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン

市場別・規模別資産構成（％）

個別銘柄の紹介 〜 ファンド組入銘柄の⼀例 〜

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※資産構成の短期⾦融資産等は、組⼊有価証券以外のものです｡
※規模別分類は、東京証券取引所の定める下記指数の採用銘柄による分類です。
⼤型︓TOPIX 100 （時価総額・流動性の⾼い100銘柄）
中型︓TOPIX Mid 400 （TOPIX 100に次いで時価総額・流動性の⾼い400銘柄）
⼩型︓TOPIX Small （TOPIX構成銘柄から、TOPIX 100・TOPIX Mid 400および指数算出対

象外銘柄を除いた銘柄）
未分類︓上場後間もない銘柄等、指数算出対象外銘柄

ファンドのコンセプトをご理解いただくためにご紹介するものであり、特定の銘柄の投資勧誘を目的として作成したものではありません。
上記のコメント等は東京海上アセットマネジメントの調査に基づき作成されたものであり、ファンドの基準⽇現在の組⼊銘柄を紹介するもので、その内容は将来変更される可能性があ
ります。シェア等は、東京海上アセットマネジメントの調査に基づく推計です。

カシオ計算機 〜発明した製品で世の中に新しい必要性を⽣み出す〜

同社は忠雄氏・俊雄氏・和雄氏・幸雄氏の樫尾四兄弟により1957年に
設⽴されました。それぞれに性格が違い、得意分野を持っていた四⼈は、
忠雄氏が財務、俊雄氏が開発、和雄氏が営業、幸雄氏が⽣産と、役割
を分担して強い結束⼒で協⼒し合い、同社を発展させました。

同社の経営理念は「創造 貢献」です。世の中が求めるものを開発するの
ではなく、自分たちが発明した製品で世の中に新しい必要性を⽣み出す
という考え⽅を持っています。その理念の下、世界初の⼩型純電気式計
算機「14-A」を⽪切りに、電⼦タイプライター、関数電卓、電⼦腕時計、
電⼦キーボード、そして“タフ”な腕時計という新しい価値を確⽴した腕時
計のG-SHOCKなど、次々と開発品を世に送り出してきました。

2015年より和雄氏の⻑男である和宏氏が社⻑に就任しています。経営
基盤の強化に向けて、2019年に初の「中期経営計画」を策定し、イノ
ベーションを起こし、新しい製品を世に出し続けるための構造改革に取り
組んでいます。医療分野やアシックスとの共創事業でスポーツスマートウォッ
チ市場に進出するなど新しい取り組みを進めており、今後の成⻑が期待さ
れます。

株式
株式先物
短期⾦融資産等

合計

資産 ⽐率
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※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在

※⽐率は純資産総額に占める割合です。
※「銘柄概要」について
ファンドのコンセプトをご理解いただくためにご紹介するものであり、特定の銘柄の投資勧誘を目的として作成したものではありません。その内容は、東京海上アセットマネジメントの調査
に基づき作成されたものであり、ファンドの基準⽇現在の組⼊銘柄を紹介するもので、将来変更される可能性があります。シェア等は、基準⽇現在で東京海上アセットマネジメントの
調査に基づく推計です。

組入上位10銘柄（％）

主要な資産の状況（続き）

Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン

銘柄コード／銘柄／業種 ⽐率

2384

6191

7747

4681

4768

7864

4732

6952

3288

4666 パーク２４

不動産業

情報・通信業

フジシールインターナショナル

その他製品

ユー・エス・エス

サービス業

カシオ計算機

電気機器

オープンハウス

不動産業

ＳＢＳホールディングス

陸運業

エアトリ

サービス業

朝⽇インテック

精密機器

リゾートトラスト

サービス業

⼤塚商会

地主から⼟地を賃借し時間貸駐⾞場「タイムズ」を設置・運営。2009年にはカーシェアリ
ング事業に参⼊し業績を伸ばしている。国内の駐⾞場とカーシェアリングにおいて業界
No.1の規模を誇る。

48組⼊銘柄数

10
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4.4

3.7
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3.3

3.3

3.2

3.2

3.1

3.1

3PL（サードパーティーロジスティクス）⼤⼿。⼤型物流設備を運営し、多くの企業から
物流を受託している。物流施設の運営だけでなく、開発も⾏っている点が特徴。

航空券・ホテル予約が可能な自社サイトを運営するOTA（インターネット専業旅⾏代理
店）。国内の航空券領域ではトップクラスの総合旅⾏プラットフォームに成⻑。ベトナムに
おけるITオフショア開発事業なども⼿掛ける。

カテーテル治療用の医療機器の製造・販売を主⼒事業とする医療機器メーカー。主⼒
製品の心臓用のガイドワイヤーは世界トップクラスのシェアを誇る。同社の出発は⼩規模
なステンレスワイヤーロープメーカーだったが、現在は医療機器メーカーとして積極的にグ
ローバル展開を推し進めている。

中⼩企業のオーナーや、⾼齢者富裕層をターゲットとし、会員制の⾼級リゾートホテルを
主に国内で展開。最新設備で癌などの病気の検診を⾏うことができる施設を運営するメ
ディカル事業がもう一つの柱として伸びている。

中堅・中⼩企業向けに顧客の情報化、業務効率化を⽀援するソリューションプロバイ
ダー。特定のメーカーにとらわれないマルチベンダー対応とオフィス用品からIT機器全般まで
幅広く提供するマルチフィールド対応により、ワンストップソリューションとワンストップサポート
を提供している。
シュリンクラベル（ペットボトルをはじめとした多種多様な形状の容器に使用されているラベ
ル）のパイオニア。シュリンクラベルに加えて缶コーヒーなどの販促に使用されるタックラベル
や、詰替え用のシャンプー容器などに使用されるソフトパウチなども⽣産。⽇本以外にも北
中米、ヨーロッパ、アセアン各地域など世界各地で工場が稼働。

8

9

電卓、電⼦辞書、電⼦楽器、時計などを扱う電機メーカー。時計ブランドのG-SHOCK
が主⼒製品。世の中が求めるものを開発するのではなく、自分たちが発明した製品で世
の中に新しい必要性を⽣み出すという考えを有する。

総合不動産会社。⼾建を主⼒事業として、マンション、収益不動産など幅広く事業を展
開。⽇本だけでなく米国でも不動産開発を⾏っている。

6

7
自動⾞オークションの運営企業。国内出品台数シェアはトップクラス。オートオークション以
外では、「ラビット」ブランドでの中古⾞買取販売など、オートオークションとのシナジー（相
乗効果）が⽣じる事業を抱える。

4

5

2

3

1

銘柄概要
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ファンドマネージャーコメント

＜市場概況＞
【国内株式市場︓新政権への期待から上昇】
9⽉の国内株式市場は、TOPIXは3.54%上昇（TOPIX（配当込み）は4.36%上昇）、⽇経平均株価は4.85％上昇しました。
上旬は、菅⾸相が自⺠党総裁選に出⾺しない⽅針を示したことを受けて、自⺠党が衆議院選挙で議席数を⼤きく減少させるリスクが低下した
との⾒⽅が広がり、国内株式市場は⼤きく上昇しました。
中旬は、8⽉の米国CPI（消費者物価指数）が事前予想を下回ったことにより米国⻑期⾦利が低下したことや、国内株式市場の急激な上昇
に対する警戒感が下押し要因となり、国内株式市場は上値の重い展開となりました。
下旬は、中国の⼤⼿不動産開発会社の破綻懸念が⾼まったことや、FOMC（米連邦公開市場委員会）を前に投資家の様⼦⾒姿勢が強
まったこと、米国の債務上限問題に対する懸念から下落した米国株式市場に連動して国内株式市場も下落基調となりました。
9⽉のセクター動向は、原油価格の上昇などが好感された鉱業や空運業、保険業などが騰落率の上位となった一⽅、鉄鋼や海運業、機械など
が騰落率の下位となりました。

＜運用状況＞
当ファンドでは、景気動向に左右されにくく、個別要因により持続的に成⻑可能な企業が内需関連企業の中に多く存在すると考えていることか
ら、サービス業や情報・通信業など内需関連企業の組⼊⽐率を⾼位に維持しました。当⽉は、ヘルスケア関連企業などの銘柄を新たに組み⼊
れました。一⽅、インターネットメディア企業、AI関連企業などの銘柄を売却したほか、株価が上昇したことにより、割⾼になったと考えた銘柄から
割安と考える銘柄への組⼊⽐率の調整などを実施しました。
個別銘柄では、エアトリ、オープンハウスなどがプラスに寄与した一⽅、決算が市場期待を下回ったパーク24、前⽉までの株価上昇の反動が出た
朝⽇インテックなどがマイナス寄与しました。
以上の結果、当ファンドの基準価額（税引前分配⾦再投資）は前⽉末⽐上昇しました。

＜今後の⾒通しと運用⽅針＞
10⽉の国内株式市場は上昇を予想します。
国内では、今後予定される衆議院選挙を前に経済対策が打ち出される可能性が⾼いことや、新型コロナウイルスの新規感染者数の減少に伴
い、緊急事態宣言が解除されて経済活動の正常化が進展することにより、国内株式市場は上昇する展開を想定しています。
一⽅、中国における電⼒不⾜による経済への影響や中国の⼤⼿不動産開発会社の債務問題のほか、米国の⾦融政策の⽅向性や債務上限
問題をめぐる状況などが懸念材料になると考えています。
企業業績⾯では、半導体不⾜や物流コストの上昇などのマイナス要因はあるものの、2021年4-6⽉期決算では外需関連銘柄を中心に事前
の予想を⼤きく上回るなど、通期の業績予想を引き上げる企業も多く、企業業績は堅調に推移しています。このような状況から、10⽉後半以降
に本格化する7-9⽉期決算の発表にも期待が⾼まっていくと考えます。
以上のような想定のもと、国内株式市場は上昇を予想します。

当ファンドは、経営者が実質的に主要な株主である企業を主要投資対象とし、投資銘柄の選定に際しては、経営者のリーダーシップに関する定
性分析を重視しつつ、企業の成⻑性・収益性に⽐較して割安であると判断される銘柄を選別します。実際の運用に当たっては、東京海上アセッ
トマネジメントの個別企業リサーチを基に、銘柄選択・投資配分を決定し、中⻑期的に利益成⻑が期待される銘柄を中心にポートフォリオを構
築する考えです。

Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン
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“ 経営者”とは、経営の中心を担っていると考えられる役員等（取締役・執⾏役員）を指します。

資⾦動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
【分配⾦に関する留意事項】
・

・ 将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

・ 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあります。
・ 運用による損益は、全て投資者に帰属します。
・ 投資信託は預貯⾦や保険と異なります。
・ ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

■価格変動リスク ︓

■流動性リスク ︓

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

受益者から解約申込があった場合、組⼊資産を売却することで解約資⾦の⼿当てを⾏うことがあります。その際、組⼊資産
の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも⼤幅に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場
合、基準価額が下落する要因となります。

◇ 個別企業の売上⾼・純利益増加率、キャッシュフロー創出⼒や株主資本利益率（ROE）等の指標に着目し、企業の成⻑性・収益性を
分析します。また、企業の業界における競争優位性等の定性分析も合わせて⾏います。

● 運用にあたっては、東京海上アセットマネジメントの個別企業リサーチをもとに、銘柄選択・投資配分を決定し、ポートフォリオを構築します。

分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、投資信託の純資産から⽀払われますので分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がりま
す。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。そ
の場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収
益率を示すものではありません。受益者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の一部または全額が、実質的には元本の一部払戻しに相当する
場合があります。ファンド購⼊後の運用状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、短期的または⻑
期的に⼤きく下落することがあります（発⾏企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資⾦が回収できなくなることも
あります。）。組⼊銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。また、ファンドでは、⽐較的少数
の銘柄への投資を⾏うことがあるため、より多くの銘柄への投資を⾏うファンドと⽐べて、1銘柄の株価変動が投資全体の成果
に及ぼす影響度合いが⼤きくなる場合があります。

＊2 “ 経営者が実質的に主要な株主である企業”とは、経営者およびその親族、資産管理会社等の合計持株⽐率（実質持株⽐率）が5％
以上である企業とします。

● 銘柄選定に際しては、経営者のリーダーシップに関する定性分析を重視しつつ、企業の成⻑性・収益性に⽐較して割安であると判断される銘柄
を選別します。
◇ ファンドは、経営者のリーダーシップに着目した銘柄選定を⾏います。経営者が実質的に主要な株主である企業は、経営者のリーダーシップに

よる「⻑期的な株主利益の追求」「経営理念・哲学の貫徹」「迅速な意思決定（柔軟な経営戦略）」等の特⻑を有すると考えられ、これら
の観点からその優位性を判断するものとします。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在

● わが国の⾦融商品取引所上場（これに準ずるものを含みます）株式のうち、経営者＊1が実質的に主要な株主である企業＊2を主要投資対象
とします。

＊1

ファンドの特⾊（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの主なリスクについて（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）
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購⼊単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額 購⼊申込受付⽇の基準価額
換⾦単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額 換⾦申込受付⽇の基準価額
換⾦代⾦ 原則として、換⾦申込受付⽇から起算して、5営業⽇目からお⽀払いします。
申込締切時間 原則として午後3時までに、販売会社の⼿続きが完了したものを当⽇受付分とします。
換⾦制限 ファンドの資⾦管理を円滑に⾏うため、⼤口の換⾦には制限を設ける場合があります。

信託期間 2030年1⽉18⽇まで（2013年4⽉25⽇設定）
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・ 受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・ やむを得ない事情が発⽣したとき

決算⽇ 1⽉および7⽉の各18⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）
年2回の決算時に収益分配⽅針に基づき、収益分配を⾏います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。
※分配対象額が少額の場合等には、分配を⾏わないことがあります。
収益分配時の普通分配⾦、換⾦時および償還時の差益に対して課税されます。
課税上は株式投資信託として取扱われます。

配当控除は適用されますが、益⾦不算⼊制度の適用はありません。
※税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

■投資者が直接的に負担する費用
購⼊価額に対して上限3.3％（税抜3％）の範囲内で販売会社が定める率をかけた額とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

■投資者が信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用
（信託報酬）

以下の費用・⼿数料等がファンドから⽀払われます。
・ 監査法⼈に⽀払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年66万円）
・ 組⼊有価証券の売買の際に発⽣する売買委託⼿数料
・ 資産を外国で保管する場合にかかる費用
・ 信託事務等にかかる諸費用
※

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。

※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

その他の費用・
⼿数料

監査にかかる費用を除く上記の費用・⼿数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示すること
ができません。

繰上償還

収益分配

課税関係 公募株式投資信託は、税法上、少額投資非課税制度「NISA」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA」の
適用対象です。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購⼊時⼿数料

ファンドの純資産総額に年率1.584％（税抜1.44％）をかけた額とします。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在

購⼊・換⾦
申込不可⽇ ありません。

お申込みメモ（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）

ファンドの費⽤（詳しくは、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。）
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■

■
■

■

■
   
■投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
■投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。
■登録⾦融機関から購⼊した投資信託は、投資者保護基⾦の補償対象ではありません。

■委託会社︓東京海上アセットマネジメント株式会社
ファンドの運用の指図を⾏います。

商号等︓ 東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者　関東財務局⻑ (⾦商) 第361号

加⼊協会︓一般社団法⼈ 投資信託協会、一般社団法⼈ ⽇本投資顧問業協会、一般社団法⼈ 第二種⾦融商品取引業協会
■受託会社︓三井住友信託銀⾏株式会社

ファンドの財産の保管・管理を⾏います。
■販売会社

当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に記載された運用
実績は、過去の実績を示したものであり、将来の運用成果を示唆・保証するものではありません。
投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動し
ます。したがって、元本が保証されているものではありません。
投資信託は、⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に⽣じた利益および損
失は、全て投資家に帰属します。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在

当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必ず投
資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧の上、ご自⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）は販売会社までご請求ください。

委託会社、その他関係法人

当資料のお取扱いにおけるご注意
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登
録
⾦
融
機
関

⾦
融
商
品
取
引
業
者

日
本
証
券
業
協
会

⼀
般
社
団
法
人

日
本
投
資
顧
問
業

協
会

⼀
般
社
団
法
人

⾦
融
先
物

取
引
業
協
会

⼀
般
社
団
法
人

第
二
種
⾦
融
商
品

取
引
業
協
会

株式会社 イオン銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○
池田泉州ＴＴ証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑（⾦商）第370号 ○
エース証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑（⾦商）第6号 ○
auカブコム証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○
ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第2251号 ○ ○ ○ ○
株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○
株式会社 ⼤分銀⾏ ○ 九州財務局⻑（登⾦）第1号 ○
ＯＫＢ証券株式会社 ○ 東海財務局⻑（⾦商）第191号 ○
岡三オンライン証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第52号 ○ ○ ○
株式会社 熊本銀⾏ ○ 九州財務局⻑（登⾦）第6号 ○
ぐんぎん証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第2938号 ○
株式会社ＣＯＮＮＥＣＴ ○ 関東財務局⻑（⾦商）第3186号 ○
株式会社 滋賀銀⾏ ○ 近畿財務局⻑（登⾦）第11号 ○ ○
株式会社 静岡銀⾏ ○ 東海財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○
静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局⻑（⾦商）第10号 ○
株式会社 ⼗⼋親和銀⾏ ○ 福岡財務⽀局⻑（登⾦）第3号 ○
株式会社 常陽銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第45号 ○ ○
株式会社 常陽銀⾏
（委託⾦融商品取引業者 めぶき証券
株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第45号 ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会
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※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在
Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン

委託会社、その他関係法人（続き）

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。
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株式会社 新⽣銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○
株式会社 仙台銀⾏ ○ 東北財務局⻑（登⾦）第16号 ○
第四北越証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第128号 ○
株式会社 ⼤東銀⾏ ○ 東北財務局⻑（登⾦）第17号 ○
株式会社 千葉銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第39号 ○ ○
株式会社 中京銀⾏ ○ 東海財務局⻑（登⾦）第17号 ○
東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局⻑（⾦商）第140号 ○ ○ ○
とうほう証券株式会社 ○ 東北財務局⻑（⾦商）第36号 ○
株式会社 栃⽊銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第57号 ○
株式会社 ⿃取銀⾏ ○ 中国財務局⻑（登⾦）第3号 ○
南都まほろば証券株式会社 ○ 近畿財務局⻑（⾦商）第25号 ○
⻄⽇本シティＴＴ証券株式会社 ○ 福岡財務⽀局⻑（⾦商）第75号 ○
浜銀ＴＴ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第1977号 ○
株式会社 東⽇本銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第52号 ○
株式会社 百五銀⾏ ○ 東海財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○
百五証券株式会社 ○ 東海財務局⻑（⾦商）第134号 ○
ひろぎん証券株式会社 ○ 中国財務局⻑（⾦商）第20号 ○
フィデリティ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第152号 ○ ○
株式会社 福井銀⾏ ○ 北陸財務局⻑（登⾦）第2号 ○ ○
株式会社 福岡銀⾏ ○ 福岡財務⽀局⻑（登⾦）第7号 ○ ○
株式会社 福島銀⾏ ○ 東北財務局⻑（登⾦）第18号 ○
碧海信用⾦庫 ○ 東海財務局⻑（登⾦）第66号 ○
ほくほくＴＴ証券株式会社 ○ 北陸財務局⻑（⾦商）第24号 ○
株式会社 北海道銀⾏ ○ 北海道財務局⻑（登⾦）第1号 ○ ○
松井証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○
三井住友信託銀⾏株式会社
（委託⾦融商品取引業者 ＵＢＳ ＳｕＭｉ
ＴＲＵＳＴウェルス・マネジメント株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第649号 ○ ○ ○

株式会社 三菱ＵＦＪ銀⾏ ○ 関東財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○ ○
株式会社 三菱ＵＦＪ銀⾏
（委託⾦融商品取引業者 三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券株式会社）

○ 関東財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀⾏株式会社 ○ 関東財務局⻑（登⾦）第33号 ○ ○ ○
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第2336号 ○ ○ ○ ○
⽔⼾証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第181号 ○ ○
むさし証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第105号 ○ ○
めぶき証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第1771号 ○
ＵＢＳ ＳｕＭｉ ＴＲＵＳＴ
ウェルス・マネジメント株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第3233号 ○ ○ ○

ＬＩＮＥ証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第3144号 ○ ○
楽天証券株式会社 ○ 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会
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前掲の販売会社または下記までお問い合わせください。
東京海上アセットマネジメント サービスデスク   ０１２０－７１２－０１６ 受付時間︓営業⽇の９時〜17時

ホームページ   https://www.tokiomarineam.co.jp/

※7ページの「当資料のお取扱いにおけるご注意」をご覧ください。

当資料は9ページ組となります 2021年9⽉30⽇現在
Monthly Report
東京海上・ジャパン・オーナーズ株式オープン

当ファンドの照会先
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